
1.　総　　　括

（1）　収 益 的 収 支

25 年 度 26 年 度 前 年 比

(円） (円） （％）

下水道事業収益 2,484,026,872 3,304,833,974 133.0

下水道事業費用 1,941,114,656 2,817,961,646 145.2

差 引 542,912,216 486,872,328 89.7

（2）　資 本 的 収 支

25 年 度 26 年 度 前 年 比

(円） (円） （％）

資 本 的 収 入 801,920,123 784,370,082 97.8

資 本 的 支 出 1,487,743,820 1,472,564,835 99.0

差 引 △ 685,823,697 △ 688,194,753 100.3

メモ

区 分

区 分
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2.　損　益　計　算　書

金 額 構成比 金 額 構成比

（円） （％） （円） （％）

2,364,212,941 74.1 2,393,559,333 75.0

137,719,625 4.3 1,507,903,494 47.2

191,766,083 6.0 819,048,832 25.7

551,964,697 17.3 66,607,007 2.1

11,159,365 0.3 797,785,605 25.0

78,280,846 2.5 34,998 0.0

1,390,859,436 43.6 5,414,842 0.2

2,462,889 0.1 787,706,827 24.7

338,531,637 10.6 4,628,938 0.1

309,936,536 9.7 27,000 0.0

28,595,101 0.9 27,000 0.0

24,777,318 0.8

458,274 0.0

24,319,044 0.8

463,850,042 14.5

3,191,371,938 100.0 3,191,371,938 100.0

総 係 費

排水設備促進費

他 会 計 補 助 金

受 取 利 息

貸 方

営 業 費 用

借 方

管 渠 費

科 目

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

科 目

過年度損益修正損

支 払 利 息

減 価 償 却 費

特 別 損 失

他 会 計 負 担 金ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

資 産 減 耗 費 長期前受金戻入

特 別 利 益

他 会 計 補 助 金

営 業 外 収 益

過年度損益修正益

雑 収 益

計計

雑 支 出

当年度純利益

営 業 外 費 用

その他特別損益
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3.　貸　借　対　照　表

金 額 構成率 金 額 構成率

（円） （％） （円） （％）

31,520,439,75198.1 12,841,413,67740.0

31,509,800,49198.1 12,841,413,677-

749,921,1712.3 2,841,329,9068.8

2,909,767,5779.1 1,980,000,0006.2

23,370,754,40972.7 749,143,0062.3

4,350,308,58813.6 104,616,9380.3

408,2460.0 45,453 0.0

9,307,0580.0 787,270 0.0

119,333,4420.4 6,737,2390.0

797,2600.0 16,206,980,59350.4

431,5000.0 16,206,980,593-

365,7600.0 371,306,5371.2

9,842,0000.0 △ 120,881,642△ 0.4

9,842,000- 653,117,709-

619,709,3201.9 141,183,274-

396,336,2331.2 381,149,317-

231,286,4240.7 121,836,965-

△ 7,913,3370.0 8,948,153 -

773,999,351-

773,999,351-

32,140,149,071100.0 32,140,149,071100.0

機 械 及 び 装 置

預 り 金工具器具及び備品

固 定 負 債

企 業 債

土 地

構 築 物

未 払 金

建 物

借 方

科 目

貸 方

科 目

固 定 資 産

車 両 運 搬 具

企 業 債

流 動 負 債

一 時 借 入 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

未 払 費 用

剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金

電 話 加 入 権

建 設 仮 勘 定

計

当年度未処理欠損金

資 本 金

受贈財産評価額

資 本 剰 余 金

受 益 者 負 担 金

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

欠 損 金

貸 倒 引 当 金

計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

その他無形固定資産

水 洗 化 貸 付 金

投 資
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4.　費　用　構　成

年 度

金 額 構成比 金 額 構成比

項 目 （円） （％） （円） （％） （％）

給 料 55,726,767 3.0 54,652,148 2.0 98.1

手 当 等 37,151,670 2.0 28,737,345 1.0 77.4

報 酬 15,702,515 0.8 15,224,181 0.6 97.0

法 定 福 利 費 22,175,151 1.2 21,036,913 0.8 94.9

燃 料 費 2,570,787 0.1 4,007,146 0.1 155.9

光 熱 水 費 4,905,110 0.3 4,419,763 0.2 90.1

委 託 料 397,697,119 21.1 462,778,290 17.0 116.4

修 繕 費 86,219,940 4.6 27,518,094 1.0 31.9

工 事 請 負 費 102,750,000 5.5 168,770,000 6.2 164.3

動 力 費 107,004,167 5.7 117,500,736 4.3 109.8

薬 品 費 8,888,480 0.5 8,551,200 0.3 96.2

材 料 費 474,382 0.0 796,015 0.0 167.8

減 価 償 却 費 636,052,223 33.8 1,390,859,436 51.0 218.7

固定資産除却費 3,480,332 0.2 2,462,889 0.1 70.8

企 業 債 利 息 322,083,633 17.1 308,781,815 11.3 95.9

そ の 他 78,276,894 4.1 111,425,925 4.1 142.3

計 1,881,159,170 100.0 2,727,521,896 100.0 145.0

25 年 度 26 年 度
前 年 比
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5.　処　理　原　価

（1）　部門別構成表

メモ

一 時 借 入 金 利 息 1,096,981 0.14 1,154,721

過年度損益修正損等 4,926,533 0.62 24,777,318

総 係 費

企 業 債 償 還 元 金

そ の 他

計

項　目

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

排 水 設 備 促 進 費

604,610,038

90.0

28,595,101

1,506,033,9211,423,360,905 180.81

41.88

0.42

109,440,744

322,920,221

3,266,277

48,081,202 6.24

78.40

3.71

195.30

3.21 502.9

0.15 105.3

34.87

105.0

259.6

6.79

73.17

7,711,563 ㎥

12.44

8.34

（円） （円）

金 額 原 価

105.8

1.4011,014,001

41.93

（％）

96.3

166.7

97.8

144.60.29

94,297,024 12.23

14.19

（円）

金 額

7,872,000

25 年 度 有 収 水 量

㎥

原 価

（円）

97,949,105

65,646,807

330,081,077

2,259,344

53,445,063

575,996,190

年　度 26 年 度 有 収 水 量

前年比

企業債償還金利子 280,945,804 35.69 268,891,275 95.7
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（2）　目的別構成表

（3）　処理原価の推移

注)　処理原価は費用の合計を有収水量で割り返して算出している。

（4）　使用料単価の推移

194.38 195.54単 価 （ 円 /㎥ ） 195.77 194.87 193.96 193.72 194.46

原 価 （ 円 /㎥ ）

20

84.90

124.53

209.43

年            度

維持管理費（円/㎥）

資本費（円/㎥）

薬 品 費

そ の 他

計

企業債償還金利子

21 22 23 24

76.50 72.25 74.75 67.70 71.96 82.01

128.54 128.95 134.86 141.18

7,711,563 ㎥

26

年            度 20 21 22

項　目 （円） （円）

205.04 201.20

光 熱 水 費

年　度 25年 度 有 収 水 量 26年 度 有 収 水 量
前年比7,872,000 ㎥

金 額 原 価 金 額 原 価
（円） （円）

0.17

272,350,745

0.20 115.5

人 件 費 70,393,991 8.94 55,853,031

1,564,008

34.60

22.5

171.0

（％）

7.24

燃 料 費 1,353,837

39.89

2,741,999 0.35 2,236,818

委 託 料

工 事 請 負 費 48,206,468

307,630,707

79.3

0.29 81.6

10.69

113.0

1.51

6.12 82,417,029

修 繕 費 51,470,576 6.54 11,598,384

124.0

502.9

105.3

105.0

動 力 費 61,948,231 7.87 76,797,779

0.14

過年度損益修正損等

一 時 借 入 金 利 息

9.96

3,848,179 0.49 4,031,598

24,777,318 3.21

1,154,721 0.15

34.87

0.52

35.69280,945,804

575,996,190 78.41

268,891,275

4,926,533 0.62

1,096,981

1,423,360,905 180.81 1,506,033,921 195.30

48,081,371 134.16.11

95.7

23 24 25 26

108.86 113.27

180.82209.61 208.88

104.8

企 業 債 償 還 元 金 73.17 604,610,038

195.28

25

64,471,215 8.36

105.8
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6.　経　営　分　析

※算出基礎は、改正後の地方公営企業会計基準による。

項　　　　　　　　　　　目 算 出 基 礎

構
成
比
率

固定資産構成比率 （％）
固 定 資 産

× 100
総 資 産

固定負債構成比率 （％）
固 定 負 債

× 100
負 債 資 本 合 計

自己資本構成比率 （％）
資 本 金 ＋ 剰 余 金 ＋ 繰 延 収 益

× 100
負 債 資 本 合 計

財
　
務
　
比
　
率

固定資産対長期資本比率 （％）
固 定 資 産

×
固 定 負 債 ＋ 資 本 金 ＋ 剰 余 金 ＋ 繰 延 収 益

固定比率 （％）

100

固 定 資 産
× 100

資 本 金 ＋ 剰 余 金 ＋ 繰 延 収 益

流動比率 （％）
流 動 資 産

× 100
流 動 負 債

酸性試験比率 （％）
現 金 預 金 ＋ (未 収 金 － 貸 倒 引 当 金 )

× 100
流 動 負 債

現金預金比率 （％）
現 金 預 金

×
流 動 負 債

100

回
　
　
転
　
　
率

自己資本回転率 （回）
営 業 収 益

（移行後期首(自己資本＋繰延収益)＋期末（自己資本＋繰延収益））÷２

固定資産回転率 （回）
営 業 収 益

（移行後期首固定資産＋期末固定資産）÷２

流動資産回転率 （回）
営 業 収 益

（移行後期首流動資産＋期末流動資産）÷２

未収金回転率 （回）
営 業 収 益

（移行後期首未収金＋期末未収金）÷２

収
　
　
益
　
　
率

総資本利益率 （％）
当 年 度 経 常 利 益

× 100
（移行後期首自己資本＋期末自己資本）÷２

総収支比率
(総収益対総費用比率)

（％）
総 収 益

× 100
総 費 用

経常収支比率
(経常収益対経営費用比率)

（％）
経 常 収 益

× 100
経 常 費 用

営業収支比率
(営業収益対営業費用比率)

（％）
営 業 収 益

× 100
営 業 費 用

 累積欠損金比率 （％）
累 積 欠 損 金

× 100
営 業 収 益

資金不足比率 （％）
（流動負債-企業債及び引当金）－（流動資産－引当金)

× 100
営 業 収 益

そ
　
　
　
の
　
　
　
他

減価償却率 （％）
当 年 度 減 価 償 却 費

×

企業債償還金対料金収入比率 （％）
企 業 債 償 還 金

100
償 却 資 産 ＋ 当 年 度 減 価 償 却 費

利子負担率 （％）
支 払 利 息

× 100
期 末 有 利 子 負 債

企業債償還金対減価償却費率 （％）
企 業 債 償 還 金

× 100
当 年 度 減 価 償 却 費

× 100
料 金 収 入

企業債利息対料金収入比率 （％）
企 業 債 利 息

× 100
料 金 収 入

企業債元利償還金対料金収入比率 （％）
企 業 債 元 利 償 還 金

× 100
料 金 収 入

職員給与費対料金収入比率 （％）
職 員 給 与 費

× 100
料 金 収 入

職員１人当り営業収益 （千円）
営 業 収 益

職員１人当り有形固定資産 （千円）
有 形 固 定 資 産

全 職 員 数

損 益 勘 定 所 属 職 員 数
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26年度 25年度 経　　営　　分　　析　　指　　標　　の　　説　　明

98.1 98.6
資産合計中の固定資産の割合を示すものです。一般的に比率が低いほうが柔軟な
経営が可能となります。

40.0 29.5
総資本に対する固定負債と借入資本金の割合を示しています。事業体の他人資本
依存度を示す指標です。

51.2 65.1
総資本に占める自己資本の割合を示すもので、この比率が低ければ低いほど財務
の長期健全性は悪いということができる。

107.6 104.2
固定資産が、どの程度返済期限のない自己資本などの長期資本・借入金により賄
われているかを示し、この比率は100％以下であることが望ましい。

191.5 151.4
自己資本がどの程度固定資産に投下されているかを示しています。（※H26会計制
度改正により資本剰余金が減少したため数値が高くなっている。）

21.8 26.4
流動負債に対する流動資産の割合で、短期債務の支払能力の指標です。100を下ま
わっている場合は不良債務が発生していることになります。

21.8 26.4
流動負債に対する流動資産のうち、現金・預金、換金性の高い未収金等の割合を
示し、短期債務に対する支払能力を表しております。

13.9 17.5
支払義務としての流動負債に対する支払手段としての当座資産（流動資産のう
ち、現金・預金、換金性の高い未収金等）の割合を示しています。

0.15 0.08
自己資本に対する営業収益の割合であり、期間中の自己資本に対して営業収益の
比率を示しています。

0.08 0.05
固定資産に対する営業収益の割合であり、期間中に固定資産に対する営業収益の
比率を示し、固定資産の利用度を表しております。

3.7 4.1
流動資産の経営活動における回転度を表し、この率が高いときは流動資産の平均
保有高が少ないということです。

10.5 11.9
未収金に対する営業収益の割合を表し、一般的にこの率が高いほど未収期間が短
く、早く回収されることを表しています。

1.4 1.1
総資本の収益性をみる指標で、事業の経常的な収益力を総合的に示しています。
数値が高いほど収益性が高いことになります。

117.0 128.0
費用総額に対する収益総額の割合をみるもので、100％以下であれば損失を生じ、
高いほど利益率が高いことを表しています。

118.1 128.3
経営費用に対する経常収益の割合をみるもので、100％以下であれば経常損失を生
じ、高いほど経常率が高いことを表しています。

101.2 156.2
営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示し、この比率が高いほ
ど営業利益率が高いことを表しています。

32.3 52.0
事業体の経営状況が健全な状態にあるかどうかを、累積欠損金の有無により把握
しようとするもので、営業収益に対する累積欠損金の割合を表しています。

60.9 78.2
事業体の経営状況を見るものであり、不良債務が生じている場合には、早急に経
営健全化に取り組み、その解消を図る必要があります。

4.3 1.4
償却対象固定資産に対する平均償却率で、下水道事業の施設は比較的長い耐用年
数の資産が多く数値が低い傾向にあります。

2.0 2.0
有利子の借入資本金等に対する支払利息の割合、金利の高い借入を行った場合
は、利子負担率が高くなる。

51.1 122.0
投下資本の回収と再投資とのバランスを示し、企業債の償還が減価償却額の範囲
内で賄われているかどうかを示しています。

47.2 50.7 下水道使用料収益に対する企業債償還金の割合。

20.5 21.0 下水道使用料収益に対する企業債利息の割合。

67.6 71.7 下水道使用料収益に対する企業債元利償還金の割合。

7.9 7.9 下水道使用料収益に対する職員給与費の割合。

170,969

1,658,411 2,329,955
職員一人当たりの固定資産額で、職員一人当たり、どの程度の設備の保有してい
るか表しています。（※H26みなし償却制度の廃止により減少）

160,062 損益勘定一人当たりの生産性を営業収益を基準に示しております。
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